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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載
をしておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式がないため記載をしておりません。 
４ 従業員数は就業人員数により記載をしております。 

  

回次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 9,519,362 12,167,070 15,379,312 19,721,329 26,340,583

経常損益 (千円) △ 23,255 744,810 1,421,855 261,171 1,929,814

中間(当期)純損益 (千円) △126,969 492,744 939,442 75,317 1,151,149

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) 4,745 39,547 60,244 31,496 80,751

資本金 (千円) 5,961,075 5,961,075 5,961,075 5,961,075 5,961,075

発行済株式総数 (千株) 47,375 47,375 47,375 47,375 47,375

純資産額 (千円) 11,509,509 12,391,472 14,642,942 11,952,277 13,362,767

総資産額 (千円) 20,735,563 24,167,881 28,795,031 21,692,310 26,559,564

１株当たり純資産額 (円) 243.63 262.38 310.36 253.03 282.73

１株当たり中間 
(当期)純損益金額 

(円) △2.69 10.43 19.90 1.59 24.06

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ─ ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ─ ― 5

自己資本比率 (％) 55.51 51.27 50.85 55.10 50.31

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △587,803 △435,884 461,839 557,519 494,852

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 288,418 △146,565 △252,443 178,889 △364,476

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 499,383 198,139 △247,008 498,637 193,726

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,222,200 2,878,291 3,552,529 3,259,201 3,591,773

従業員数 (人) 442 433 459 427 440



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在の従業員数は459人であります。 

なお、従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、パート

タイマー29人は含んでおりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、大隈豊和機械労働組合と称し、平成17年９月30日現在の組合加入者数は343人であります。 

組合員の基本的な労働条件は、すべて労働協約によって定められ、あらゆる労働問題は、会社との間に設けられ

ている経営協議会において討議決定されており、現在まで争議行為の発生はありません。 

又、当社の労働組合は、その上部組織として日本労働組合連合会を構成する産業別労働組合であるＪＡＭに属し

ております。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間は、国内において企業の収益の改善等により景気が緩やかに回復する一方、海外においても着実

に景気が回復基調で推移いたしました。 

工作機械業界においても、内外共受注が好調に推移することになりましたが、原油・鉄鋼等の原材料のコストア

ップにより収益を圧迫する要因も表面化することになりました。 

このような状況のもと、当社では、ユーザーニーズに適合した体制強化を推進して国内外での懸命な受注販売活

動を展開してまいりました結果、受注高は前年同期比15.1％増の18,289百万円（うち輸出2.5％増の3,949百万

円）、売上高は同26.4％増の15,379百万円（うち輸出8.6％増の3,634百万円）といずれも増加となりました。 

又、損益面では、営業利益が前年同期比89.6％増の1,439百万円、経常利益が同90.9％増の1,422百万円、中間純

利益が同90.7％増の939百万円といずれも大幅な増加となりました。 

なお、上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、税引前中間純利益1,377百万円が計上されると共に仕入債務の

増加額及び投資有価証券の売却による収入が売上債権の増加額及び有形固定資産の取得による支出を上回ったた

め、前年同期比674百万円（23.4％）増の3,553百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上債権の増加額1,644百万円が仕入債務の増加額730百万円を

上回ったにもかかわらず、税引前中間純利益1,377百万円が計上されたため、前年同期比898百万円（前年同期は436

百万円の支出）増の462百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産及び投資有価証券の取得による支出832百万円が投

資有価証券の売却による収入601百万円を上回ったため、前年同期比106百万円（72.2％）減の252百万円の支出とな

りました。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、主として配当金233百万円の支払により、前年同期比445百万円

（前年同期は198百万円の収入）減の247百万円の支出となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社は部門が分かれていないため、当中間会計期間の生産実績、受注実績及び販売実績については品目別に記載し

ております。 

  

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は販売価格であります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

(注) １ 金額は販売価格であります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

品目 
生          産          高 

台数（台） 金額（千円） 前年同期増減比(％) 

マシニングセンタ 484 8,121,849 19.6 

ＮＣフライス盤 21 185,817 △43.9 

ＮＣ旋盤 469 7,161,209 39.3 

汎用フライス盤他 17 230,255 34.2 

計 991 15,699,130 26.2 

品目 

受注高 受注残高 

台数(台) 金額(千円)
前年同期
増減比(％) 

台数(台) 金額(千円) 
前年同期 
増減比(％) 

マシニングセンタ 566 9,780,452 14.9 447 8,339,162 56.0

ＮＣフライス盤 35 233,240 △22.4 37 243,479 30.4

ＮＣ旋盤 483 7,462,460 17.5 366 6,069,316 56.8

汎用フライス盤他 8 812,849 10.9 10 119,012 10.2

計 1,092 18,289,001 15.1 860 14,770,969 55.3



(3) 販売実績 

  

  

(注) １ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

  

３ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

品目 
販          売          高 

台数（台） 金額（千円） 前年同期増減比(％) 

マシニングセンタ 474 7,598,989 21.7 

ＮＣフライス盤 20 131,140 △50.5 

ＮＣ旋盤 466 6,849,541 38.5 

汎用フライス盤他 15 799,642 12.7 

計 975 15,379,312 26.4 

品目 
前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高(台、千円) 割合(％) 輸出高(台、千円) 割合(％)

マシニングセンタ 60 1,054,941 16.9 60 966,989 12.7

ＮＣフライス盤 2 16,050 6.1 ─ ─ ─

ＮＣ旋盤 174 2,184,851 44.2 175 2,550,842 37.2

汎用フライス盤他 ─ 90,802 12.8 ─ 116,664 14.6

計 236 3,346,644 27.5 235 3,634,495 23.6

輸出先 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％) 

北米 39.8 51.9

中南米 0.8 2.3

欧州 13.8 13.5

アジア 45.6 32.3

計 100.0 100.0

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

ユアサ商事株式会社 2,247,611 18.5 2,551,424 16.3

株式会社兼松ＫＧＫ 1,563,645 12.9 1,822,713 11.9

株式会社山善 1,583,602 13.0 1,627,271 10.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに対処すべき課題は生

じておりません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年5月16日開催の取締役会においてオークマ株式会社（平成17年10月１日付けで「オークマホール

ディングス株式会社」に商号変更）及び大隈エンジニアリング株式会社との間で、オークマ ホールディングス株式

会社を完全親会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付けで同社と株式交換契約を締結しております。同契

約は、平成17年6月29日開催の当社定時株主総会において承認されており、平成17年10月１日に株式交換が実施され

ております。 

又、同契約に基づき、平成17年10月１日を期して、旧オークマ株式会社の営業の全部を新たに設立したオークマ

株式会社（以下、「新オークマ株式会社」）に承継させる会社分割を行い、純粋持株会社へ移行するとともに、旧

オークマ株式会社は「オークマホールディングス株式会社」へ商号変更することが、平成17年6月29日開催の同社の

定時株主総会において決議されております。なお、大隈エンジニアリング株式会社では平成17年6月28日開催の定時

株主総会において、株式交換契約が承認されております。 

(1)株式交換の目的 

３社のこれまでの生産・販売面での相互協力関係をさらに推進し、それぞれの経営資源やノウハウ等を有機的に

集中し、活用することによって、技術融合と生産効率化を推進しながら、高い市場競争力と最高のサービスの提供

を追求し、工作機械業界のリーディングカンパニーとしてグローバルマーケットで永続的に成長することを目的と

しております。又、３社のシナジー効果を十分に発揮させることでキャッシュ・フローのさらなる向上を図り、需

要変動に影響されない強い経営基盤の確立を追求してまいります。 

(2)株式交換の条件等 

①株式交換の日程 

②株式交換比率 

当社の普通株式1株に対してオークマ ホールディングス株式会社の普通株式0.59株を、大隈エンジニアリン

グ株式会社の普通株式1株に対してオークマ ホールディングス株式会社の普通株式0.69株をそれぞれ割当交付

しております。 

③株式交換比率の算定根拠 

当社は、UFJつばさ証券株式会社及び日興コーディアル証券株式会社に株式交換比率の算定を依頼し、それ

ぞれが複数の第三者機関による株式交換比率の算定結果を参考とし、協議の上、上記の株式交換比率を決定し

ております。 

④株式交換交付金 

株式交換交付金の支払は行っておりません。 

⑤株式交換後の上場等に関する事項 

当社が東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場しておりました普通株式、又、大隈エンジニアリング株

式会社が名古屋証券取引所に上場しておりました普通株式は、平成17年9月27日に上場廃止となっております

が、株式交換において完全親会社となったオークマ ホールディングス株式会社は、従来どおり上場を継続し

ております。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発は、要素及び応用研究を技術本部及び電装本部が担当しており、当中間会計期間の研究開発費の総

額は、試験研究費として支出した27百万円であります。 

なお、試験研究費の内訳は、マシニングセンタ研究開発8百万円、ＮＣ旋盤研究開発19百万円となっております。 

平成17年５月16日   株式交換契約承認取締役会 

平成17年５月16日   株式交換契約締結 

平成17年６月29日   株式交換承認株主総会(定時株主総会) 

平成17年10月１日   株式交換期日 



（１）要素技術開発 

当中間会計期間は、オークマ（株）との共同開発体制のもと横形２スピンドルＣＮＣ旋盤２ＳＰ－１５０Ｈの総合

熱変異補償としてのサーモフレンドリーコンセプトを完成させました。 

又、切削工具の管理方法として、工具に埋め込まれたＩＤチップに工具番号、工具補正データ及び工具寿命データ

等の情報を読み書きするＴＯＯＬＩＤシステムをＮＣ装置の通信プロトコルによらない方法で行うことが出来るよう

にしました。 

（２）新製品開発 

当中間会計期間は、前期に引続き、「面積生産性２倍への挑戦」を目標として、省スペース化を含めた高度な自動

化による高効率生産の実現と複合化及び工程集約による高付加価値生産の実現を目指して精力的に新製品開発に取り

組んでまいりました。 

その結果、大物ワーク用立形ＮＣ旋盤Ｖ１００Ｒ（右勝手）の派生シリーズとして左勝手仕様のＶ１００Ｌを開発

して市場に投入することにしております。 

又、オークマ（株）との共同開発体制により第１段階として横形２スピンドルＣＮＣ旋盤２ＳＰ－１５０Ｈを開発

しましたが、引続きその第２段階として同ＣＮＣ旋盤２ＳＰ－１５０Ｈシリーズの機種開発を強力に行っていくこと

にしております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備計画のうち、次のものについては着工年月

及び完成予定年月について変更となっております。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完成したものは、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

投資予定額（百万円） 資金調達 

方法 

着工 

年月 

完成予定 

年月 

完成後の 

増加能力 総額 既支払額 

本社工場 

（愛知県江南市） 
建物の新設 515 161 自己資金 

平成17年 

7月 

平成17年 

12月 

今後の生産 

計画による 

〃 
機械装置の 

新設及び更新 
205 ─ 〃 

平成17年 

10月 

平成17年 

12月 

品質維持の 

ため能力の 

増加はなし 

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 投資額(百万円) 完成年月 

完成後の 

増加能力 

本社工場 

（愛知県江南市） 
構築物の新設 27 平成17年6月 

品質維持の 

ため能力の 

増加はなし 

〃 機械装置の新設 17 平成17年9月 〃 

〃 
工具器具の取得 

及び更新 
98 平成17年9月 〃 



  

(3) 重要な設備の新設等 
当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

投資予定額（百万円） 
資金調達 

方法 

着工 

年月 

完成予定 

年月 

完成後の 

増加能力 
総額 既支払額 

本社工場 

（愛知県江南市） 
建物の新設 22 ─ 自己資金 

平成18年

1月 

平成18年 

2月 

品質維持の 

ため能力の 

増加はなし 

〃 
機械装置の新設 

及び更新 
162 ─ 〃 

平成18年

1月 

平成18年 

1月 
〃 

〃 
車両運搬具の 

取得 
29 ─ 〃 

平成17年

12月 

平成18年 

1月 

更新のため 

能力の増加 

はなし 

〃 工具器具の取得 110 ─ 〃 
平成17年

10月 

平成18年 

3月 

品質維持の 

ため能力の 

増加はなし 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款において「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨定められております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「第２ 事業の状況 ４ 経営上の重要な契約等」に記載のとおり、当社は平成17年10月１日をもって、オークマ株式会社

（同日付で「オークマホールディングス株式会社」に商号変更）と株式交換を実施しており、かかる完全子会社化を理由とし

て、平成17年９月27日に東京証券取引所（市場第一部）及び名古屋証券取引所（市場第一部）をそれぞれ上場廃止（株式最終

取引日 平成17年９月26日）となっております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 117,400,000

計 117,400,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 47,375,902 47,375,902 ─（注） ― 

計 47,375,902 47,375,902 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ─ 47,375,902 ─ 5,961,075 ─ 2,000,000



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）１ 所有株式数の千株未満は切り捨てて表示しております。 

２ 信託銀行の括弧内は内書で、信託業務に係る所有分であります。 

３ 「第２ 事業の状況 ４ 経営上の重要な契約等」に記載のとおり、平成17年10月１日に実施した株式交換に伴い、オ

ークマ ホールディングス株式会社（旧オークマ株式会社が商号変更）が完全親会社となっております。 

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権3個）含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

オークマ株式会社 愛知県丹羽郡大口町下小口５－２５－１ 7,405 15.63

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－１１
(4,047)
4,047 

(8.54)
8.54 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 3,669 7.74

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３－２１－２４ 2,244 4.74

モルガン・スタンレー・ 
アンド・カンパニー・インター 
ナショナル・リミテツド 

東京都渋谷区恵比寿４－２０－３
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

2,207 4.66

ＯＨ取引先持株会 愛知県江南市前野町東１ 1,906 4.02

三菱証券株式会社 東京都千代田区丸の内２－４－１ 1,417 2.99

ビー・エヌ・ピー・パリバ  
アービトラージ エス・エヌ・ 
シー 

東京都大手町１－７－２
東京サンケイビル 

1,200 2.53

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 1,159 2.45

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 

東京都中央区日本橋兜町６－７ 926 1.95

計 ― 26,182 55.26

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式     195,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  46,627,000 46,627 ― 

単元未満株式 普通株式     553,902 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 47,375,902 ― ― 

総株主の議決権 ― 46,627 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) この他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1個）あり、当該株式

は前記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

２ オークマ ホールディングス株式会社による完全子会社化に伴い、平成17年９月27日付で上場廃止となっておりますの

で、最終取引日である平成17年９月26日までの株価について記載をしております。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大隈豊和機械株式会社 

愛知県江南市前野町東１ 195,000 ─ 195,000 0.41

計 ― 195,000 ─ 195,000 0.41

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 355 360 403 495 524 545

最低(円) 296 302 358 389 459 490



  

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの間の役員及び役職の異動は次のとおりであります。 

（１）新任役員 

（注）１ （株）大隈鐵工所は平成３年４月付けでオークマ（株）に商号を変更しております。 

２ 「第２ 事業の状況 ４ 経営上の重要な契約等」に記載のとおり、従来のオークマ株式会社は、平成17年10月１日

付けで営業の全部を新設のオークマ株式会社に承継させる会社分割を行い、純粋持株会社へ移行するとともに、同日

付けでオークマ ホールディングス株式会社に商号変更しております。 

３ 取締役花木義麿は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

４ 監査役加藤潔は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。 

  

（２）退任役員 

  

（３）役職の異動 

  

役職名 氏名 生年月日 略歴

所有 
株式数 
（千株） 

就任 
年月日 

取締役 花木義麿 昭和17年９月８日生

昭和40年４月 
平成11年６月 
平成17年10月 

〃 
〃 

（株）大隈鐵工所入社

オークマ（株）常務取締役 
オークマ ホールディングス（株）取締役（現任） 
オークマ（株）取締役社長（代表取締役）（現任） 
当社取締役 （現任） 

─ 
平成17年

10月3日 

監査役 加藤 潔 昭和24年３月11日生

昭和47年４月 
平成12年12月 
平成13年６月 
平成17年10月 

〃 
〃 

（株）東海銀行（現（株）ＵＦＪ銀行）入行

オークマ（株）顧問 
同社取締役管理統括部長 
オークマ ホールディングス（株）取締役（現任） 
オークマ（株）常務取締役管理本部本部長（現任） 
当社監査役 （現任） 

─ 〃 

役職名 氏名 退任年月日 

取締役社長（代表取締役） 外山利治 平成17年10月3日 

専務取締役（管理本部担当） 酒井盛雄 〃 

取締役 柏 淳郎 〃 

監査役（常勤） 横江正夫 〃 

氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日 

石橋 満 取締役社長（代表取締役） 
常務取締役（技術本部・部品製造本部・製品

本部・電装本部・購買本部担当） 
平成17年10月3日 

西田 修 常務取締役（営業本部担当） 取締役（営業本部長） 〃 

豊田耕彌 常務取締役（管理本部担当） 取締役（管理本部長） 〃 

山野尚之 
取締役（品質保証本部長兼技術本

部・製品本部担当） 
取締役（製品本部長） 〃 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツに

よる中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

又、下記算式における資産及び売上高は会社間項目の消去後の数値であります。 

資産基準    0.9％ 

売上高基準   0.7 

利益基準    0.4 

利益剰余金基準 2.0 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   2,878,291   3,552,529 3,591,773   

２ 受取手形   3,910,475   5,097,283 3,493,800   

３ 売掛金   5,310,021   6,231,323 6,383,806   

４ たな卸資産   6,257,680   6,335,570 6,414,912   

５ 繰延税金資産   198,295   227,027 247,552   

６ その他   48,005   50,939 31,381   

  貸倒引当金   △920   △1,130 △980   

流動資産合計    18,601,847 77.0 21,493,541 74.6   20,162,244 75.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(１) 建物   1,523,962   1,494,404 1,487,241   

(２) 機械装置   749,565   1,133,656 1,068,728   

(３) 土地   349,805   349,805 349,805   

(４) その他   317,742   576,379 392,111   

有形固定資産合計   2,941,074   3,554,244 3,297,885   

２ 無形固定資産   33,415   42,733 31,685   

３ 投資その他の資産          

(１) 投資有価証券   1,538,106   1,978,906 1,811,547   

(２) 前払年金費用   196,724   101,704 149,788   

(３) その他   878,618   1,625,184 1,107,696   

   貸倒引当金   △21,903   △1,281 △1,281   

投資その他の資産 
合計   2,591,545   3,704,513 3,067,750   

固定資産合計    5,566,034 23.0 7,301,490 25.4   6,397,320 24.1

資産合計    24,167,881 100.0 28,795,031 100.0   26,559,564 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   5,865,979   6,685,263 6,075,935   

２ 買掛金   1,715,153   1,945,189 1,824,495   

３ 短期借入金 ※１ 2,400,000   2,400,000 2,400,000   

４ 未払法人税等   32,956   503,526 590,907   

５ 未払消費税等   27,482   87,325 61,358   

６ 賞与引当金   309,000   374,000 377,000   

７ その他   689,994   768,977 899,134   

流動負債合計    11,040,564 45.7 12,764,280 44.3   12,228,829 46.0

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金   396,000   453,627 434,678   

２ 役員退職慰労引当金   309,785   347,939 327,588   

３ 繰延税金負債   30,060   586,243 205,702   

固定負債合計    735,845 3.0 1,387,809 4.8   967,968 3.7

負債合計    11,776,409 48.7 14,152,089 49.1   13,196,797 49.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    5,961,075 24.7 5,961,075 20.7   5,961,075 22.5

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   2,000,000   2,000,000 2,000,000   

２ その他資本剰余金   2,913,322   2,913,403 2,913,403   

資本剰余金合計    4,913,322 20.3 4,913,403 17.1   4,913,403 18.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   37,000   37,000 37,000   

２ 中間(当期)未処分 
  利益   1,135,616   2,482,448 1,794,051   

利益剰余金合計    1,172,616 4.9 2,519,448 8.7   1,831,051 6.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    359,610 1.5 1,282,592 4.5   676,897 2.5

Ⅴ 自己株式    △15,151 △0.1 △33,576 △0.1   △19,659 △0.1

資本合計    12,391,472 51.3 14,642,942 50.9   13,362,767 50.3

負債・資本合計    24,167,881 100.0 28,795,031 100.0   26,559,564 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    12,167,070 100.0 15,379,312 100.0   26,340,583 100.0

Ⅱ 売上原価    9,412,542 77.4 11,698,101 76.1   20,242,778 76.9

売上総利益    2,754,528 22.6 3,681,211 23.9   6,097,805 23.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,995,435 16.4 2,242,133 14.5   4,096,099 15.5

営業利益    759,093 6.2 1,439,078 9.4   2,001,706 7.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  92,436 0.8 121,292 0.8   177,346 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  106,719 0.9 138,515 0.9   249,238 1.0

経常利益    744,810 6.1 1,421,855 9.3   1,929,814 7.3

Ⅵ 特別利益 ※３  ─ ─ 40,575 0.3   ─ ─

Ⅶ 特別損失 ※４  8,364 0.1 85,115 0.6   88,017 0.3

税引前中間(当期) 
純利益    736,446 6.0 1,377,315 9.0   1,841,797 7.0

法人税、住民税 
及び事業税   11,208   449,944 548,155   

法人税等調整額   232,494 243,702 2.0 △12,071 437,873 2.9 142,463 690,618 2.6

中間(当期)純利益    492,744 4.0 939,442 6.1   1,151,179 4.4

前期繰越利益    642,872 1,543,006   642,872 

中間(当期)未処分 
利益    1,135,616 2,482,448   1,794,051 



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  736,446 1,377,315 1,841,797

２ 減価償却費  135,054 200,877 319,047

３ 貸倒引当金の増加額又は 
減少額(△) 

 1,040 150 △19,522

４ 賞与引当金の増加額又は 
減少額(△) 

 128,000 △3,000 196,000

５ 退職給付引当金の増加額 
又は減少額(△) 

 32,101 18,949 70,779

６ 役員退職慰労引当金の 
増加額又は減少額(△) 

 19,159 20,351 36,962

７ 受取利息及び配当金  △14,305 △49,973 △20,392

８ 支払利息  17,133 16,875 34,053

９ 手形売却損  19,079 21,292 41,304

10 為替差益（△） 
  又は為替差損 

 △8,821 5,905 △21,317

11 有形固定資産除売却損  23,235 24,501 45,258

12 投資有価証券売却益(△) 
  又は売却損 

 ─ △33,773 4,246

13 投資有価証券評価損  3,277 ─ 2,520

14 ゴルフ会員権売却損  ─ ─ 20,171

15 売上債権の増加額(△) 
又は減少額 

 △2,264,386 △1,643,704 △3,436,816

16 たな卸資産の増加額(△) 
又は減少額 

 △1,114,336 24,317 △1,353,650

17 前払年金費用の増加額(△) 
又は減少額 

 46,897 48,084 93,833

18 前払費用等の増加額(△) 
又は減少額 

 △31,681 △33,044 △16,980

19 仕入債務の増加額又は 
減少額(△) 

 1,616,823 730,022 1,936,172

20 未払費用等の増加額又は 
減少額(△) 

 73,760 54,760 111,574

21 割引手形の増加額又は 
減少額(△) 

 189,989 200,004 689,990

22 役員賞与の支払額  ─ △15,000 ─

小     計  △391,536 964,908 575,029

23 利息及び配当金の受取額  14,211 49,973 20,202

24 利息の支払額  △17,133 △16,875 △34,053

25 手形売却損  △19,079 △21,292 △41,304

26 法人税等の支払額  △22,347 △514,875 △25,022

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △435,884 461,839 494,852



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 子会社への出資による支出  △33,327 ─ △33,327

２ 投資有価証券の売却又は 
償還による収入 

 ─ 600,716 22,713

３ 投資有価証券の取得 
による支出 

 △2,219 △209,925 △3,926

４ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △96,228 △622,548 △323,691

５ ゴルフ会員権の売却 
による収入 

 ─ ─ 1,500

６ 無形固定資産の取得 
による支出 

 △4,462 △13,075 △6,511

７ 有形固定資産の売却 
による収入 

 1,476 1,943 3,631

８ 貸付による支出  △660 △528 △660

９ 貸付金の回収による収入  705 875 1,314

10 積立保険のための支出  △43,310 △18,433 △56,980

11 積立保険の解約 
による収入 

 31,460 8,532 31,461

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △146,565 △252,443 △364,476

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入  200,000 500,000 200,000

２ 短期借入金の返済 
による支出 

 ─ △500,000 ─

３ 自己株式の取得による支出  △1,841 △13,840 △6,254

４ 配当金の支払額  △20 △233,168 △20

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 198,139 △247,008 193,726

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 3,400 △1,632 8,470

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
又は減少額(△) 

 △380,910 △39,244 332,572

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 3,259,201 3,591,773 3,259,201

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 2,878,291 3,552,529 3,591,773

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

   ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

 ①製品・原材料・貯蔵品 

  移動平均法による原価

法 

 ②仕掛品 

  個別法による原価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

含む)については定額

法、建物以外の資産につ

いては定率法。 

  なお、主な耐用年数に

ついては次のとおりであ

ります。 

   建物   ８～50年 

   機械装置   10年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法。 

  なお、主な耐用年数に

ついては次のとおりであ

ります。 

  自社利用のソフトウエ

ア       ５年 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等額償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備

え、一般債権については

貸倒実績率により計上す

るほか、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支出に

備え、支給見込額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

  会計基準変更時差異に

ついては、15年による按

分額を費用処理しており

ます。 

  過去勤務債務について

は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年

数(13年)による按分額を

それぞれ費用から控除す

る処理をしております。 

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定年数(５年)による按分

額をそれぞれ発生時の翌

事業年度より費用処理す

ることとしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

  会計基準変更時差異に

ついては、15年による按

分額を費用処理しており

ます。 

  過去勤務債務について

は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年

数(13年)による按分額を

それぞれ費用から控除す

る処理をしております。 

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定年数(５年)による按分

額をそれぞれ発生時の翌

事業年度より費用処理す

ることとしております。 

  

  

  

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金支給内規に基づ

く中間期末要支給額の

100％を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金支給内規に基づ

く期末要支給額の100％

を計上しております。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円換算し、換算差額

は当中間期の損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額は当

期の損益として処理してお

ります。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理の方法に

よっております。 

同左 同左 



  

  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

  消費税等の処理方

法 

  

  

  

  

  

  

  

  

 消費税等の会計処理は税

抜方式を採用しており、仮

受消費税等から仮払消費税

等を控除した金額を未払消

費税等として中間貸借対照

表に表示しております。 

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

税抜方式を採用しておりま

す。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 固定資産の減損に係

る会計基準 

── 

 当中間会計期間から「固

定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議

会平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会平成15年

10月31日企業会計基準適用

指針第６号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える

影響はありません。 

── 



  

 追加情報 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 法人事業税における

外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当

中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割

21,604千円を販売費及び一

般管理費として処理してお

ります。 

── 

 「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算

書の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月

13日企業会計基準委員会実

務対応報告第12号）が公表

されたことに伴い、当事業

年度から法人事業税の付加

価値割及び資本割を販売費

及び一般管理費として処理

しております。 

 この結果、販売費及び一

般管理費が45,496千円増加

し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が同額

減少しております。 



注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

  

  
(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

※１ 担保に供している資産 

   建物・土地は工場財団を組成

し、下記債務の担保に供しており

ます。 

      

 (1) 担保に供している資産       

建   物 

土   地 

合   計 

796,524千円

87,524千円

884,048千円

786,654千円

87,524千円

874,178千円

776,940千円

87,524千円

864,464千円

 (2) 担保資産に対応する債務       

    短期借入金 1,900,000千円 1,600,000千円 1,900,000千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 12,326,022千円 11,942,331千円 12,052,042千円 

 ３ 受取手形割引高 2,699,990千円 3,399,995千円 3,199,991千円 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なものは次

のとおりであります。 
      

   受取利息 70千円 331千円 110千円 

   受取配当金 14,235千円 49,342千円 20,282千円 

   賃貸料収入 12,280千円 11,597千円 24,105千円 

   仕入割引 31,410千円 32,807千円 66,537千円 

   為替差益 9,744千円 ─千円 22,726千円 

※２ 営業外費用のうち重要なものは次

のとおりであります。 
      

   支払利息 17,133千円 16,875千円 34,053千円 

   手形売却損 19,079千円 21,292千円 41,304千円 

   たな卸資産除却損 29,133千円 53,912千円 78,248千円 

   固定資産除却損 17,319千円 8,243千円 40,358千円 

※３ 特別利益のうち重要なものは次の

とおりであります。 
      

   投資有価証券売却益 ─千円 40,575千円 ─千円 

※４ 特別損失のうち重要なものは次の

とおりであります。 
      

   固定資産除却損 ─千円 18,219千円 5,391千円 

   たな卸資産除却損 ─千円 60,094千円 75,438千円 

   投資有価証券売却損 ─千円 6,802千円 4,246千円 

   投資有価証券評価損 3,277千円 ─千円 2,520千円 

 ５ 減価償却実施額       

   有形固定資産 133,421千円 198,851千円 315,701千円 

   無形固定資産 1,634千円 2,026千円 3,346千円 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高と中間貸借対照表(貸借対照

表)に掲記されている科目の金額との

関係 

      

  

現金及び預金 

現金及び現金同等物 

2,878,291千円

2,878,291千円

3,552,529千円

3,552,529千円

3,591,773千円

3,591,773千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

      

① リース物件の取得

価額相当額、減価償

却累計額相当額及び

中間期末(期末)残高

相当額 

      

  

取得価額相当額 

減価償却累計額 
相当額 

中間期末(期末) 
残高相当額 

工具器具
備品(千円) 

  
無形固定 
資産(千円)

127,704  44,808

108,294  11,671

19,410  33,137

工具器具
備品(千円)

無形固定
資産(千円)

72,312 53,112

11,523 14,114

60,789 38,998

工具器具 
備品(千円) 

  
無形固定 
資産(千円)

127,704  37,716

121,064  9,060

6,640  28,656

  (注) 取得価額相当額は、

未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占

める割合が低いため、

支払利子込み法により

算定しております。 

同左 (注) 取得価額相当額は、

未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合

が低いため、支払利子

込み法により算定して

おります。 

② 未経過リース料中

間期末(期末)残高相

当額 

      

１ 年 内 

１ 年 超 

合   計 

23,985千円

28,562千円

52,547千円

24,438千円

75,349千円

99,787千円

11,345千円

23,951千円

35,296千円

  (注) 未経過リース料中間

期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。 

同左 (注) 未経過リース料期末

残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高

等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

③ 当中間期(当期)の

支払リース料及び減

価償却費相当額 

      

支払リース料 

減価償却費相当額 

17,251千円

17,251千円

13,209千円

13,209千円

34,502千円

34,502千円

④ 減価償却費相当額

の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

同左 同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 前中間会計期間において、その他有価証券について3,277千円の減損処理を行っております。 

なお、時価のある株式等については、中間期末における時価が取得原価の50％以上下落した場合、減損処理を行っておりま

す。 

 又、時価が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、中間期末における時価が取得原価の30％以上50％

未満下落した場合、過去の時価の推移等を勘案して減損処理を行っております。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 647,256 1,275,684 628,428

債券 ─ ─ ─

その他 591,216 567,683 △23,533

合計 1,238,472 1,843,367 604,895

区分 

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

中間貸借対照表計上額 
(千円) 

(1) その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

46,936

(2) 子会社株式及び関連会社株式 40,350



当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注)  時価のある株式等については、中間期末における時価が取得原価の50％以上下落した場合、減損処理を行っております。 

 又、時価が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、中間期末における時価が取得原価の30％以上

50％未満下落した場合、過去の時価の推移等を勘案して減損処理を行っております。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 862,876 3,020,307 2,157,431

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

合計 862,876 3,020,307 2,157,431

区分 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

中間貸借対照表計上額 
(千円) 

(1) その他有価証券 
  非上場株式 

40,800

(2) 子会社株式及び関連会社株式 40,350



  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

４ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注)  時価のある株式等については、期末における時価が取得原価の50％以上下落した場合、減損処理を行っております。 

 又、時価が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、期末における時価が取得原価の30％以上50％未

満下落した場合、過去の時価の推移等を勘案して減損処理を行っております。 

  

５ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 652,951 1,771,693 1,118,742

債券 ─ ─ ─

その他 567,256 587,114 19,858

合計 1,220,207 2,358,807 1,138,600

区分 

前事業年度末
(平成17年３月31日) 

貸借対照表計上額
(千円) 

(1) その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

40,800

(2) 子会社株式及び関連会社株式 40,350



(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 関連会社に対する投資の金額 10,000千円 10,000千円 10,000千円 

２ 持分法を適用した場合の投資

の金額 
805,492千円 919,643千円 850,954千円 

３ 持分法を適用した場合の投資

利益の金額 
39,547千円 60,244千円 80,751千円 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 262円38銭 310円36銭 282円73銭 

２ １株当たり中間(当期) 
  純利益 

10円43銭 19円90銭 24円06銭 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額

は、潜在株式がないため、

記載をしておりません。 

同  左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

は、潜在株式が存在しない

ため、記載をしておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益(千円) 492,744 939,442 1,151,179 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ 15,000 

（利益処分による役員賞与金）（千円） （─） （─） (15,000) 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 492,744 939,442 1,136,179 

普通株式の期中平均株式数(株) 47,231,490 47,200,784 47,224,350 



(重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

当社は、当社製品の操作に関連して後遺障害を負ったと主張する者から、米国ミシガン州において平成17年8月に

製造物責任訴訟を提起され、同年10月に訴状を受理しております。 

現段階では訴状に請求額の明示はされておりませんが、当社は海外製造物責任クレームに備えて海外PL保険に加

入しており、直接的な負担の発生はないものと考えております。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 株式交換契約の締結 

── ── 

 当社は、平成17年5月16

日開催の取締役会におい

てオークマ株式会社（平

成17年10月1日付けで「オ

ークマ ホールディングス

株式会社」に商号変更予

定）及び大隈エンジニア

リング株式会社との間

で、オークマ ホールディ

ングス株式会社を完全親

会社とする株式交換を行

うことを決議し、同日付

けで３社で株式交換契約

を締結しております。同

契約は、平成17年6月29日

開催の当社定時株主総会

において承認されてお

り、平成17年10月1日に株

式交換が実施される予定

であります。 

 なお、株式交換の概要

は、「第２ 事業の状況

５ 経営上の重要な契約

等」に記載のとおりであ

ります。 

２ 株式交換の実施 

── 

 「第２  事業の状況

４ 経営上の重要な契約

等」に記載のとおり、平

成17年10月１日に株式交

換を実施しております。 

── 

３ 親会社株式の売却 

── 

 当社は平成17年10月３

日開催の取締役会におい

て、経営統合により親会

社株式となったオークマ 

ホールディングス株式会

社の株式（株式交換によ

って新たに取得した株式

を含む）を同社へ譲渡す

ることを決議し、平成17

年10月７日及び同年11月

28日に譲渡しておりま

す。譲 渡 株 式 総 数 は

1,221,000株であり、親会

社株式売却益872,807千円

を下期に計上する予定で

あります。 

── 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  （１） 臨時報告書の訂正報告書 

       平成17年1月24日提出の臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項 

       第６号の２の規定に基づく株式交換）に係る訂正報告書 

       平成17年５月16日 関東財務局長に提出 

  （２） 有価証券報告書及びその添付書類 

       事業年度 第93期（自平成16年４月１日 至17年３月31日） 

       平成17年６月29日 関東財務局長に提出 

  （３） 臨時報告書 

       証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第 

       ３号（親会社の異動）の規定に基づくもの 

       平成17年10月３日 関東財務局長に提出 

  （４） 臨時報告書 

       証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第 

       ９号（代表取締役の異動）の規定に基づくもの 

       平成17年10月３日 関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

大隈豊和機械株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大隈豊和機械株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大隈豊

和機械株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

  

平成16年12月15日

取 締 役 会  御 中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  岸  沢     修  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  内  山  隆  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

大隈豊和機械株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大隈豊和機械株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大隈豊

和機械株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基

準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

  

平成17年12月16日

取 締 役 会  御 中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  岸  沢     修  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  内  山  隆  夫  ㊞ 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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